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東海地震を想定した愛知県三河地域の地震時地盤の

応答解析と地震危険度け〉

一一応答解析の考え方とその手法
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This paper is concerned with the seismic response of the ground and the estimation of soil 

liquefaction in Mikawa area under the ，consideration. of the fault model of future Tokai 

Earthquake 

The results of the present investigation are briefly summarized as follows 

1) The maximum response velocity of earthquake ground motion is 8.3 kines at the ground 

base 

2) Tl:e velocity di任erenceof earthquake ground motion in fracture types for earthquake fault 

is found to be about 2 kin巴sat th巴 groundb呂seas shown in Fig. 6 

しはじめに

構造物の耐震設計を確立するためには， (1)設計地点に

到達するであろう地震動のそデノレ化， (2)表層地盤の動特

性およびそのそテソレ化， (3)予想される地震動に対するモ

デノレ化された系の応答， (4)この系の応答に対する構造物

の震動特性そして， (5)地盤および構造物の安定性等の 5

項目の検討を行い，それぞれ実験的@理論的に追求して

いかなければならない。本研究は(IH3)の項目と(5)の項

目の地盤の安定性について考察するものである。

従来，地震規模，震央距離，周期等をパラメ タ と

して，構造物への入力地震動の最大加速度，速度，変位

そして震度を求める経験式が多くの研究者によって提案

されてきた九ところが，これらの経験式は震源から設計

地点までを総括的に取り扱っているため，式の簡便化は

できるが，入力地震動に大きな誤差を伴う場合がある。

このことは過去の地震による災害の資料解析を行うと，

隣接している地点で災害の程度が著しく異っている場合

が多いことより推測できょう。従って，このような現象

は地震の規模，震央距離等をパラメーターとした経験式

で説明できるものではなく，表層地盤の震動特性に密接

に関与しているものと思われる。

以上のような現状を考え，先に述べたように，地震動

のモデノレ化，表層地盤の動特性およびそのモデノレ化，予

想される地震動に対する系の応答を個々に解析し，震源

より対象地点までの地震応答解析を行った。すなわち，

仮想地震の発生位置およびその規模を過去の地震記象よ

り推定し，地震断層パラメーターを決めることにより基

盤上面での地震動のモテソレ化を，地質調査および動力学

定数より表層地盤の動特性を求めそのモテノレ化を行い，

そして， これらの系に対する応答解析を行った。また，

地震の地震時安定性に関する検討については，応答解析

結果より，地盤内に生ずるせん断応力，せん断ひずみ分

布を求めて検討し，さらに，最大せん断応力結果を用い

て種々の液状化判定法により液状化危険度を求めた。

2.仮想地震の震源位置およびその規模

耐震設計地震の調査項目としては，

1. 地震の発生が予想される場所

2 地震の規模

3 地震基盤上面での地震波の特性

が必要である。そこで本研究では上記項目 1，2 fi過去，

東海地域で発生した M二 6.0以上の地震の実例調査2)お

よび石橋説3)を参考に検討し，項目 3については，地震動
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図 l 表層地盤の応答解に用いた地震波形(十勝沖地震)

を定常確率過程として取り扱った人工地震波に関する多

くの研究4)はあるが，耐震設計において対象となる地震

波形は地震記録のうち比較的加速度振幅の大きな部分で

あり， この部分のスベクトノレ密度は記録全体のそれに占

める割合が大きいことより，波形の型状に依存するので

はなくその波形の最大加速度振幅値に依存するであろう

と考え，図 1に示した1968年 5月16日に発生した十勝沖

地震の八戸における地震波形とした。この波形の最大加

速度振幅値については次節で断層モテソレにより，線形 1

自由度系の応答計算を用いて決定した。

表 l 発生地域と回数およびマグニチュード

地震発生地域 地震数
マグニチュードと

その回数

東海道・南海 8 8.0(1)， 8.1(1) 

道沖 8.4(4)， 8.6(2) 

濃尾・三河地 8 6.2(1)， 6.4(1) 

方 6.5(1)， 6.7(1) 

7.1(1)， 7.4(1) 

7.9(1)， 8.4(1) 

伊賀・伊勢・ 6 6.9(2)， 7.4(2) 

近江地方 7.6(2) 

木曽川下流域 7 5 ~ 6 (3)， 6.5(1) 

-尾張地方 6.8(1)， 7.4(1) 

7.9(1) 

(飯田， 1974) 

表 1Iこ東海地域で発生した地震の実例を示した。表に

示したように，東海道・南海道沖の太平洋岸は M=8.0以

上の大地震の発生が他の地域に比べ卓越している。また，

1976年石橋は， 1854年の安政東海地震で、地殻のひずみが

解放されたのは態野灘~駿河湾であった。しかし， 1944 

年の東南海地震で解放されたひずみは熊野灘~浜名湖で

あって，御前崎~駿河湾奥はまだ残されたままになって

いる。そして，安政東海地震よりすでに130年近く過ぎて

おり近い将来この場所で地震が発生する可能性が高いと

指摘した。また，その規模は表 11こも示したように M =

8.0級になると指摘した。

以上のことより，近い将来，起こると考えられている

東海地震を対象とし，その発生場所及び規模をそれぞれ

既に想定されているように，御前崎~駿河湾の地域，マ

グニチュード M=8.0と想定した。

3.応、答解析法概要

3.1 翠川・小林による地震断層を考慮した地震基盤上

国での加速度反応スベクトノレ同

(a) 解析手法における仮定と断層パラメーター

地震記録を見れば地震動の時刻歴はどの地震において

も定常的でなく，初動が到達してから振幅を増し，主要

動となり，以後振幅は減衰して行く。従って，この時刻

歴の状況を単純に考えれば，入射波の包絡線 E(のは図 2

に示したような型状になることが予想される。

Ectll 

1区
d t 

d，source+dX 

図 2 入射波の包絡線
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図 3 断層の破壊伝播型式

ところで，地震断層の破壊形態は，断層が瞬間的に全

体破壊を起すのではなく，図 3に示すような 1方向， 2 

方向の線破壊および任意の方向からの点破壊形態のいず

れか，あるいは，それらが混在した形態で、時間とともに

破壊が伝播して行くものと思われる。したがって，地震

動は移動する小領域の震源(finitemoving source)から

の寄与の総和として考えてもよいであろう。よって，図

4に示したように断層を有限個の小領域に分割し，各々
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図 6 破壊伝播型式の違いによる入射波の速度応答

スベクトノレ

の小領域が上述の破壊伝播型式に従って破壊して行くと

仮定できる。この考えに基づけば，調査地点の地震基盤

上面での入射波の包絡線は，図 5に示したように，有限

個の小領域からのインパノレス Eいの重ね合せで、表現で、き

る。

破壊伝播型式の相違による入射波の速度応答スベクト

ノレ値の違いを図 6に示した。図に示したように. 1方向

線破壊と点破壊の最大応答はそれぞれ8.3kine.8.1kine 

とほぼ向じ値であるが. 2方向線破壊による最大応答値

は約6kineである。従って，本研究では l方向破壊伝播型

式，図 3(a)に示した型式を用いて応答計算を行った

また断層の位置及びそのパラメーターを図 7に示す。

図 7 仮想、地震の断層モデ、ル

ここで Lは断層の長さ.Wは断層の幅である。これら

の値はマグニチュード M=8.0に対応し，断層の位置は

南海トラフに沿う 1854年の安政地震の震源地付近であ

る。

(b) 応答解析法の概要

以上の仮定及び考え方に基づけば図 4に示した断層の

小領域ムSiから放出されるインパノレスの特性は，

d'source= e>.LjVR ー(1)

d'x=C・Xi -(2) 

で表わされる。ここに d'sourceは小領域e>.Siの破壊に要

する時間.e>.Lは小領域e>.Siの幅 VRは破壊伝播速度，

d'xは小領域e>.Siにおける最速伝播波と最遅伝播波の到

着時間差. Xiは小領域e>.Siから調査地点までの距離で

ある。

入射波のエネノレギーは断層の分割数 nに依存しない

ので

f E(t).dt =主fE;(t)dt 一(3)

なる関係が成り立つ。よって. (3)式より小領域のインパ

ノレスの強さ 1'，は

1';= ，_" d -n・(2d'source+d'x)・10 ー (4)

となる。ここに.dは断層全体の地震動の継続時間.1。は地

震動の強さである。 I。については経験式的として

1o=a(T)・M-b(T)logloX-C(T) ー (5)

で表わされている。

以上により，断層パラメーターを与えることにより線

形 1自由度系の速度応答スベクトノレが求まり， この値を

数値微分することによって加速度応答スベクトノレが求ま

る。

3.2 表層地盤の非線形応答解析

(a) 解析における仮定

基盤に到達Lた地震動は表層地盤を伝播し地表に届

く。このとき表層地盤の震動特性により地震動の増幅の

No・ m 「J1dkeuon
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図 B 成層地盤構造のモデル
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程度が著しく異なる。この増幅の程度を知ることが，応

答計算における主たる目的と言えよう。

応答解析手法には線形解析ηと非線形解析の 2種類が

あり，また，これらの中に重複反射モテソレ，質点モデノレ，

有限要素モデノレ等がある。本研究では，重複反射および

質点モテーノレを組み合せた SHAKEプログラムを使用し，

非線形応答解析を行った8)。

計算時における仮定としては，図 8~こ示したように成

層地盤は水平多層構造で，せん断波が層に対し鉛直に入
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図12 ひずみレベルと減衰比(岩)

射するとした。

Strain levelに従って剛性率，減衰上七を変化させる非

線形解析法については，図 9~図14に示した Seed 他に

よって提案された Strainlevelと剛性率，減衰比の関係

を利用した9)。
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(b) 応答解析法の概要

一般に，一次元波動方程式は

δ2U "a2u a3u 
一一Uτt一二G一一U一λγ十可 δx2δt 一(1)

で表わされる。ここに ρは密度， Gは剛性率， uは水平方

向の変位， Xは鉛直方向の座標，ザは粘性係数である。と

ころで，角振動数 ω の調和波の変位は

U (X，t) = U(x)"e iwt ← (2) 

で示される。 (2)式を(1)式に代入し，一般解を求めれば，

U(x)二E.巴ikx十F'e-Ikx 一(3)

となり， ここに

K2= r!'臼 2 P'ω2 

G+i白布 G京
(4) 

である。 Kは複素数の波数であり， G本は複素剛性率であ

る。ここで，減衰定数 β と粘性係数平との間には

ω・万二2.G.β 一(5)

なる関係がある。そこで， (5)式の関係を用いれば複素剛

性率 G勺工

Gネ二G十i・ω・平=G(l+2iβ〉 (6) 

となり，周波数に関係なく定義できる。

一方， (2)式および(3)式より，
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U(X，t) =E'e i(kx+ωt)+F'e -i(kxーωt) ー (7)

を得る。よって，せん断応力笥叫)は

賀町)二1・K・G土 (E.巴IkX_F.e-1kX).eiωt -(8) 

となる。各層の境界条件を考慮し，第 n層と第 m 層の変

位の比 An，m(ω)を求めると，

An.ml 巴m(ω)十/m(ω)
ω) 石市芹五日γ

となり，周波数伝達関数の比として表わすことができる。

一(9)

以上がこの解析手法における基本的な理論である。し

かし，非線形解析においては計算されたひずみに対し，

図 9~図14に示したひずみと間性率等の適合条件を満足

するまで繰返し計算を行う必要がある。

4.液状化判定法による液状化危険度の推定法

地盤の地震時安定性に関する検討は地盤上に建設され

る構造物にとって極めて重要なことである。特に，河川

流域，海岸付近の地盤条件も悪く，完全飽和状態の砂層

が多く存在する場所では，液状化による地盤破壊が大き

な問題となり，適確な評価が必要とされている。

液状化危険度の推定法には，液状化による地盤破壊の

面から考える方法と，体積変化による間隙水圧上昇に伴

う有効応力低下の面から考える方法とがある。これらの

方法に基づいて，多くの研究者がその推定法を提案して

いる。

本研究では， この問題の重要性と推定法および推定結

果の相違を検討するため以下の推定法を用いた。

1. Seedによる推定法印)

2.岩崎・龍向による推定法11)

3. 残留間際水圧比を用いた推定法12)13)

(a) Seedによる推定法

1979年 Seedは震害の実例および室内実験結果に基づ

いて， Nj直を主体とした液状化判定基準を提案した。こ

の手法の手順を以下に述べる。

まず，耐震設計用地震のマグニチュード M を仮定す

る。そして，地表面での最大加速度 O'mαxを仮定し，各深

度における応力比'l'd/σがを以下の式により算出する。

翌二0.65半生γd -(1) 
υv 6 vv 

ここに， gは重力加速度， σvは全載圧， oV'は有効上載圧，

ydは深さによる低減係数(地表面で1.0，深度9mで0.9)

である。低減係数 ydが深度方向へ直線的に変化するも

のとすれば，

γd= 1 -O.Ollz -(2) 

となる。ただし zは地表面からの深さである。ところで，

(1)式の右辺の0.65なる係数は，繰返し荷重の不規則性の

影響を平均化した値て、ある。次に，換算N値 N1を以下の

式により求める。

Nl二 CN.N八 一(3)

ここに， CNは図15で与えられる有効上載圧に関するN値

の換算係数である。また， NA値は米国式で求めた N値で

あるため，ハンマーを自由落下させて求めた日本式N値

NJより約80%大きくなるとされている。よって 7

NA=1.8・NJ -(4) 

なる補正を必要とする。
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図15 有効上載圧に関する

N{I直の換算係数

以上のことにより， (1)式て、求めた応力比'l'd/σv'と(3)式

で求めた換算 N値を図161こプロットし，最初に仮定した

地震のマグニチュードの曲線より左側にプロットされれ

ばその深さで液状化すると判定し，右側にプロットされ

れば液状化の可能性は低いものと判定する。
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図16 限界N値

以上が Seedによる推定法である。この推定法の特徴

としては，応力比と N値をパラメーターとして推定する

ことにある。特に，応力比においては，繰返し荷重の不

規則性を考慮しているが， N値への依存性が高く，判定

結果はN値に大きく左右されると思われる。
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(b) 岩崎@龍岡による推定法

1980年岩崎・龍岡は液状化の激しさの程度を予測する

方法を提案した。この方法は従来の液状化有無の判定規

準のみではなく，どの程度液状化するかを指数で表わし，

その指数に対する対策規準も提案している。以下にこの

推定法を示す。

まず，各深度における応力上七日目/σv'を

τmax a'max ()Y _1 

-ァー=一一一土ー・:::， .yd -(5) 
σv g (fv 

で推定する。ただし， ydは

yd二 1-0. 015z -(6) 

で表わされる深度方向への低減係数で、ある。

次に，液状化に対する土の要素の強度Rを振動三軸試

験による三軸液状化強度 Reより，

R=C"C2・C3.C.C5・Re (7) 

なる関係を用いて推定する。ここで， C，は(1十2Ko/3，Ko 

は静止土庄係数， C，は地震波のラングム性に関する係数

で1/0.55~ 1/0.7， C3は試料の撹乱に関する補正係数，C4 

は試料の密度化に関する補正係数であり，現在のところ

C3XC~ 1. 0 と考えられる。 C5は地震動の水平面での 2

次元性に関する係数であり ，0.9程度と考えられる。また

Reは平均粒径 D叫mm)， 有効上載圧 σvそして N値より，

0.04三五D日正0.6mmに対し，

Re =0. 088zぷコLτ0.2251略 JL (8) 、 σv'+0.7-v.~~JW;; ，O 0.35 

0.6三五D50三三1.5mmに弁すし

Re二 0.088z〆=旦rτ-0.05、rJV十日 7

で定義される値である。

一(9)

次に， (5)式， (7)式より，任意の深度における要素の液

状化に対する安全率 FLを

FL=R.σ"y'/τm回

とする。

一(10)

さらに FLの深さ方向の変化より，地盤液状化指数

PL， PLキを

P1=jz:ト川dz

PL*=J'oOト we(z)dz

(11) 

(1司

と定義する。ここで， FL<1.0のときは F二 1-FL， FL主主

1.0のときは Fニ Oとする。また， w(z)， wぺz)は深さに

対する重み関数とし，それぞれ， w(z)=10-0.5z， wネ

(z)二 5と仮定した値である。

以上，求められたPr.， PL *{I直に対し表 2に示すような液

状化危険度の判定および対策規準を行っている。

以上が岩崎・龍岡による推定法である。この推定法の

特徴は，液状化に対する要素の安全率を地震作用荷重と

要素の強度に明確に二分し求めている。その中でも特に，

表 2 液状化指数PL

PL 値 液 状 化 危 険 度

PL= 0 
液状化危険度はかなり低い。液状化に!

関する詳細な調査は一般に不要。

液状化危険度は低い。特に重要な構造

。<PL手 5 物の設計に際しては，より詳細な調査

が必要。

液状化危険度が高い。重要な構造物に

5 <PL 壬15 対してヲより詳細な調査が必要。液状

化対策が一般に必要。

液状化危険度が極めて高い。液状化に

15<PL 関する詳細な調査と液状化対策は不可

避。

要素の強度に関し，原位置て、の振動三軸強度に帰着させ

れる様詳細な配慮がなされている。Seedの推定法と比較

すると， Seedは要素の強度を N値のみに依存させたの

に対し，岩崎・龍岡は平均粒径 D50とN値に求めている。

(c) 残留間際水圧比を用いた推定法

液状化は，間際水圧が上昇し有効上載圧と等しくな

ったときに生ずる。従って，間際水圧と有効上二載庄の比

を推定することは液状化危険度を推測することになる。

このような考えに基づいた推定法がこの方法であり，そ

の手順を以下に示す。

まず，任意の深度における最大せん断応力 Tma¥_，iを

次の式で推定する。

Tmax，i =~旦手勺d・土 (yj .hj) ー (13)
6 J::::l 

ここに， γdは深さに対する低減係数

γd= 1 -0.00154zj-0.00091z/ -(14) 

で与えられる値である。 Zjは]層目の下面の深度，yjは]

層目の単位体積重量， hjはj層目の層厚である。

次に，繰返しせん断応力の波形と不規則性を考慮する

ため二種類の波形に分類する。第一の波形を衝撃型波形

と呼び，その定義は τm砲が発生する以前の波形の中で

τm自の60%以上の振幅値を持つ波頭が二つ以下しか存在

しない場合である。第二の波形を振動型波形と呼び，定

義は τm副が発生する以前に， τm田の60%以上の波頭が三

つ以上存在する場合である。

そして， (13)式と有効上載圧より求めた応力比 τm叫，/σvF

と検討している層の相対密度以より，対応する残留間際

水圧比 Ur/σvを図17，図18より求める。図17は衝撃型波

形に対して，図18は振動型波型に対して摘用するものと

する。ここで Urは残留間隙水圧比である。

以上により，求められた残留間際水圧比を指標とした

液状化現象の予測ができる。
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以上が残留間隙水圧比を用いた推定法で、ある。この推

定法の特徴としては相対密度と応力比のみ利用した判定

法であるため，前述の二つの推定法と異なり，非常に筒

Dr= 

叶 ------三ごん

起fiιとご:
40 

12 I 1111 /' 一ー一一一-30

0 0 0510u恥

残留間隙水圧比 'VV 

図17 応力比と残留間隙水圧比との関係

(1，釘撃型波型)

0.4 

80旬。

70 

起ト/ぷと二二:0.2~ I / ~ _____50 

h II//~ __40  

j旨 1111/ /" 30 

06 Q51.o  uy， 
残留間隙水圧比 d 

図18 応カ比と残留間隙水圧比との関係

(振動型i皮型)

便的である。しかし，図17，図18に示したように，応力

比と相対密度のわずかな変化が残留間際水圧比に大きく

影響するので，両者とも精度よく求める必要がある。

以上三つの液状化危険度の推定法を示した。これらの

中で応力比を求める計算式(1)，(5)， (13)式はほとんど差が

無いように思われる。ただし， Seedの方式は他の方法に

比べ，応力比の中に波形のランダム性を考慮しているの

で他の方法と値は異なる。要素の液状化強度に関しては，

強度に依存する量として， SeedはN値，岩崎・龍岡は N

値と粒径，残留間際水圧比では相対密度を取り扱ってい

る。

従って，地盤の地震時における液状化危険度を推定す

る場合は前述したことを考慮に入れ，推定法を選択する

必要がある。

5. まとめ

東海地震を想定した断層モデノレによる応答解析を行っ

た。その手法は断層をモデノレ化することにより，線形 1

自由度系の速度応答スベクトノレを地震基盤上面において

計算し，その結果を入力とした表層地盤の非線形応答解

析を行うものである。これらの解析を行うにあたり，次

のことが明らかとなった。断層破壊伝播型式の違い，断

層破壊方向の違いによる基盤上面での最大応答値は約2

kineの差が生じる。

液状化危険度の残留間際水圧比による推定法は簡便的

ではあるが，応力比と相対密度のわずかな変化が判定結

果に大きく影響するので，両者とも精度よく求める必要

がある。
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